
 郡山市市民活動推進顕彰事業実施要綱 

                                 平成20年７月31日制定 

                               平成23年６月１日一部改正 

                               平成25年６月14日一部改正 

                               平成26年７月24日一部改正 

                               平成31年３月28日一部改正 

令和４年７月５日一部改正 

令和５年７月６日一部改正 

                           [市民部市民・ＮＰＯ活動推進課] 

   郡山市市民活動推進顕彰事業実施要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市内において地域の特性を生かした創造性豊かな地域づくり又は波及効果が期

待できる市民活動を行い、魅力と活力あるまちづくりに先導的又は先進的な役割を果たしたと認め

られる市民又は団体等を顕彰することにより、今後の市民活動の一層の普及、拡大を図り、協働の

まちづくりの推進に寄与することを目的として実施する郡山市市民活動推進顕彰事業に関し必要な

事項を定めるものとする。 

 （顕彰対象者） 

第２条 顕彰の対象となる者は、郡山市民を対象とした活動をしている個人又は団体若しくは事業者

（以下｢団体等｣という。）とする。 

（顕彰対象活動） 

第３条 顕彰の対象となる活動は、本市の魅力を発信できる先導的な取り組みを行っている活動で、

次の各号のいずれかに該当する活動のうち、政治、宗教又は営利を目的とする活動でないものとす

る。 

 (1) 地域の資源及び特性を十分に活用した地域づくり活動 

 (2) 自分たちの住む地域を、誇りと生きがいが持てる、明るく住みよい地域にするためのコミュニ

ティ活動 

 (3) 地域の課題を解決するための人づくり又はまちづくり活動 

 (4) 地域の連帯感を創出するとともに、他の地域との交流につながる地域活性化活動 

 (5) ふるさと郡山に愛着が持てる、郷土愛の醸成につながる活動 

 (6) 事業者にあっては、自ら行う社会貢献活動又は社員の市民活動参加を支援する体制づくり若し

くは市民活動団体への支援に積極的に取り組む活動 

 （顕彰対象者の推薦） 

第４条 市長は、前条に該当していると認められる個人及び団体等について、公募の方法による推薦

若しくは申込み又は各部局長、各行政センター所長若しくは各公民館長からの推薦を受けるものと

する。 

２ 前項の推薦又は申込みは、郡山市市民活動推進顕彰事業推薦・申込書（別記様式）による。 

 （公募基準） 

第５条 市長は、前条の規定により推薦又は申込みのあった個人又は団体等について、先進・発信

性、協働性、継続性、公益性及び発展性について審査するものとする。 

 （選考及び決定） 

第６条 市長は、第４条の規定により推薦又は申込みのあった個人又は団体等について、郡山市  



協働のまちづくり推進条例(平成22年郡山市条例第28号)第16条に規定する郡山市市民協働のまちづ

くり推進協議会（以下「協議会」という。）に意見を求めるものとする。 

２ 協議会は、必要に応じ専門部会を開催し、第５条の選考基準に基づき審査を行い、その結果を市長に報 

 告するものとする。 

３ 市長は、前２項の規定による審査の結果に基づき、顕彰する者（以下「被顕彰者」という。）を決

定するものとする。 

 （表彰） 

第７条 前条により決定した被顕彰者に対し、まちづくりハーモニー賞として表彰を行う。 

２ 前項に規定する表彰は、市民活動実践部門、市民活動応援部門、青少年・学校部門及びイベント

部門の区分により行うものとし、部門ごとの対象者及び具体的な対象活動は、別表のとおりとす

る。 

３ 市長は、その功績が特に顕著であると認められる市民及び団体等については、前項に規定する部

門の区分によらず、特別表彰を行うことができる。 

４ 第１項に規定する表彰は、表彰状等を授与して行う。 

５ 表彰は、市長が定める日に行う。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、この事業に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成20年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成23年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成25年６月14日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成26年７月24日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年７月５日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年７月６日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第７条関係） 

 

表彰部門 対象者 活動分野 具体的な対象活動 

市民活動

実践部門 

・個人 

・団体 

・事業者 

(1) 歴史、伝統 地域歴史、伝統文化の振興等に取り組む

活動 

(2) 音楽、スポーツ 音楽に親しむ機会を創出するなど「音

楽都市 郡山」の浸透に取り組む活動

又はコミュニティ・スポーツの振興等

に取り組む活動 

(3) 自然、環境 資源リサイクル、花いっぱい運動、河

川の清掃活動、自然環境の保護、再生

可能エネルギー推進など、都市景観や

環境の改善等 

(4) 福祉、健康 住み慣れた地域で、豊かに、健康で、

生きいきと暮らせるまちづくりに取り

組む活動 

(5) 安全、安心 交通事故防止、防犯、防災、自殺予

防、虐待防止など、セーフコミュニテ

ィに取り組む活動 

(6) 子育て、教育 子育てサークル、子どもの学習支援や

居場所づくり、読み聞かせなど、子育

てや教育支援に取り組む活動 

(7) 国際化 文化交流活動、多文化共生など、国際

化に取り組む活動 

(8) 産業、仕事 特産品の開発、就労支援など、地域産

業の振興や就業環境の改善等に取り組

む活動 

(9) 地域活性化 地域間交流、地域間ネットワークの整

備、地域資源の掘り起こしなど、地域

の活性化に取り組む活動 

(10)男女共同参画、人権 人権尊重や男女とも活躍できるまちづく

りに取り組む活動 

市民活動

応援部門 

・個人 

・団体 

・事業者 

(1) 社員のボランティア・社会貢献活動等を支援するための制度導入 

(2) 市民活動団体への人的・物的・金銭的支援活動 

(3) 市民活動の啓発活動など 

(4) その他市民活動の推進に貢献する活動 

 

 

 

 

 

 

 



青少年・

学校部門 

・ 学 校 教 育 法

（昭和 22 年法

律第 26 号）第

1 条に規定す

る学校 

・学校に在学す

る者 

・福島県青少年

健全育成条例

（昭和 53 年福

島県条例第 30

号）第 14 条第

1 号に規定す

る青少年 

・青少年（学校

に在学する者

を含む。）が

活動の主体で

ある団体 

・青少年（学校に

在学する者を含

む。）が活動の

主体である事業

者 

市民活動実践部門に同じ 

イベント

部門 

・個人 

・団体 

・事業者 

多くの市民が来場し、まちの活力や魅力の創出に貢献するイベント

の開催 

 

 

 



 

別記様式（第４条関係）      

 

 

郡山市市民活動推進顕彰事業推薦・申込書 

 

      年  月  日 

 

 郡 山 市 長 

 

            推薦者・申込者  住所又は所在地 

                     氏名又は団体名 

                     及び代表者氏名 

                     電 話 番 号 

 

 

郡山市市民活動推進顕彰事業実施要綱第４条の規定により、顕彰団体等として下記のとおり 

推薦・申込みします。 

 

記 

 

１ 被推薦者・申込者  氏名又は団体名 

  

            住所又は所在地   

 

２ 代 表 者      氏 名   

  

            役職等   

 

 

３ 活動内容      別紙推薦・申込説明書のとおり 

  

４ 参考資料   

    ※活動の内容が分かる会報や総会資料・写真、取り上げられた新聞記事等 

 

 

 

 



 
（別紙） 

推 薦・申 込 説 明 書（個人・団体・事業者） 

 

表彰部門 
市民活動実践部門 市民活動応援部門 

青少年・学校部門 イベント部門 

 

推薦者  

 

氏名又は団体・事業者名  

代表者 

（団体・事業者の場合） 

氏名  

役職名等  

住所又は所在地 
〒 

 

連絡先 

担当者名  

電話番号  

E-mail  

団体等の概要 
（設立年月、構成員数、事業内容等） 

活 動 内 容 

背景・目的 
 

 

具体的 

活動内容 

 

 

特 徴 
 

 

先進・ 

発信性 

 

協働性 
 

 

継続性 
 

 

公益性 
 

 

発展性 
 

 

成果とまちづくり

への波及効果 

 



今後の課題と展望 
 

 

活動歴 年から 
表彰歴 

・有       年 

（                ） 

・無 

補助金の有無 

・有 

  補助金等の名称（            ） 金額(             円) 

・無 

 

 

 


